
公募型プロポーザルに係る手続き開始のお知らせ 
 
次のとおり提案書の提出を求めます。 

令和２年２月１０日 
世田谷区 

 
 

※本契約の締結は、本契約に係る予算配当を条件とする。 
 
１ 事業概要 
（１）契約予定件名 

イベントホームステイ実施業務委託 
（２）目的 

アメリカ合衆国のキャンプ期間と東京 2020 大会期間中に、既に住宅宿泊事業を実施して
いる区民を含め、区民の自宅に宿泊する機会を増やすことで、区を訪れる観光客等へのお
もてなしや交流の促進につなげる。 

（３）事業内容 
  自宅提供想定数は、１００件程度（既存の住宅宿泊事業者（家主居住型）も対象） 
  ①イベントホームステイ運営事務局 
   ・自宅提供者希望者等からの問合せ対応等 
  ②自宅提供希望者の審査 

ア 自宅提供希望者の書類審査 
   イ 自宅提供の要請通知発送 

③自宅提供者向けの講習 

   ア 区が用意する会場で講習を実施 
   イ イベントホームステイ実施手引の作成 

④自宅提供者の情報管理等 
   ・自宅提供者の情報管理やルール違反チェック等 

⑤宿泊者の募集支援 
・自宅提供者と宿泊希望者のマッチング支援 

⑥苦情受付窓口（２４時間対応） 
   ア 自宅提供者及び宿泊者等からの問合せ対応 
   イ 苦情・相談対応 
   ウ トラブル発生時の対応体制構築 
  ⑦実施状況確認及び報告 

   ・自宅提供者及び宿泊者へのアンケート実施 
（４）履行期間 

契約の日から令和２年１１月３０日（月）まで 
なお、イベントホームステイの実施期間は、以下のとおりとする。 
①７月 ４日（土）～７月１１日（土） 
②７月１２日（日）～７月１８日（土） 
③７月１９日（日）～７月２５日（土） 
④７月２６日（日）～８月 １日（土） 
⑤８月 ２日（日）～８月 ８日（土） 
⑥８月 ９日（日）～８月１５日（土） 
⑦８月１６日（日）～８月２２日（土） 
⑧８月２３日（日）～８月２９日（土） 
⑨８月３０日（日）～９月 ６日（日） 

 

２ 参加資格要件 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条

の１１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。また、同条第２



項による措置を受けていないこと。 

（２）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（３）都道府県民税・市町村民税に滞納がないこと。 

（４）プライバシーマーク、もしくはＩＳＭＳ認証を取得していること。 

 

３ 提案書の提出者を選定するための基準 

本件では提案書提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみ行う。 

  プロポーザル招請通知を令和２年２月２５日（火）にファクシミリ送信で通知する。 

 

４ 事業者を特定するための評価項目 

（１）実施体制に関する事項 

（２）過去における類似する業務の実績に関する事項 

（３）イベントホームステイ運営事務局に関する事項 
（４）自宅提供者の審査に関する事項 
（５）自宅提供者向けの講習に関する事項 
（６）自宅提供者の情報管理等に関する事項 
（７）宿泊者の募集支援に関する事項 
（８）苦情受付窓口（２４時間対応）に関する事項 
（９）実施状況確認及び報告に関する事項 

（10）見積金額の妥当性 

（11）プレゼンテーション内容 

 

５ 選定方法 

  審査結果は、令和２年３月２５日（水）に文書にて郵送で通知する。 

  提案書が特定された者は、契約相手方の候補者として、契約に向けた交渉を行う。 

 

６ 手続き等 

（１）担当所管課 

 世田谷区 経済産業部産業連携交流推進課 

住所 〒１５４－０００４ 世田谷区太子堂２－１６－７ 三軒茶屋分庁舎４階 

電話  ０３－３４１１－６６５３  ＦＡＸ ０３－３４１１－６６３５ 

E-mail：SEA03647@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（２）説明書の交付期間、交付場所及び方法 

①交付期間 

令和２年２月１０日（月）～２月２１日（金）午後４時まで 

②交付場所及び方法 

   ・上記（１）担当所管課で配付 

  ・世田谷区ホームページ 

    ホームページタイトル：イベントホームステイ実施業務委託に係るプロポーザル実施

について 

   以下の方法でアクセスできます。 

①世田谷区トップページ→事業者の方へ→各種申請・契約・入札に掲載 

   ②目次から探す→仕事・産業→産業  に掲載 

（３）参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法  

mailto:SEA03647@mb.city.setagaya.tokyo.jp


  ①期限：令和２年２月２１日（金）午後４時まで（必着） 

  ②書類：①「参加表明書」・・・ １部 

②「登記事項証明書」・・・ １部（発行年月日から３ヶ月以内のもの） 

③「納税証明書（税務署が発行するもの・その１及びその３）」・・・・・・・・ 

１部（発行日から３ヶ月以内。写しも可。） 

④「納税証明書（都道府県民税・市町村民税）」・・・・・・・・・・・・・・・ 

       １部（発行日から３ヶ月以内のもので写しでも可） 

      ⑤「財務諸表（貸借対照表及び損益計算書のみ）」・各１部（前期及び前々期分） 

⑥プライバシーマーク、もしくはＩＳＭＳ認証の取得を証明できるもの（写し等） 

※②～⑤世田谷区の競争入札参加資格名簿に登録されている事業者は不要。 

  ③場所：上記（１）担当所管課 

  ④方法：持参、郵送（書留郵便に限る） 

      郵送等の未着事故については、区はその責を負わない。 

（４）提案書の受領期限、提出場所及び方法 

  ①期限：令和２年３月１９日（木）正午まで（必着） 

  ②場所：上記（１）担当所管課 

  ③方法：持参による 

 

７ その他 

（１）提出書類の作成、提出及びプレゼンテーションに関する費用は、全て提案・提出事業者の

負担とする。 

（２）区が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める。提出書類の作成等と同様に、追加書

類の提出にかかる費用は提案事業者の負担とする。 

（３）提出された書類は返却しない。また、企画提案書の著作権は提案事業者に帰属するが、区

において情報開示等が必要な場合は、区は当該企画提案書の内容を無償で使用できるもの

とする。なお、提出された書類の記載事項に虚偽があることが判明した場合、その提出者

は失格とする。 

（４）本資料及び別添資料等は、提案の検討以外の目的で使用することを禁じる。 

（５）郵送やファクシミリ等の送信の未着事故については、区はその責を負わない。 

（６）手続きにおいて使用する言語及び通貨 【日本語及び日本国通貨に限る。】 

（７）契約保証金 【免除】 

（８）契約書作成の要否 【要】 

（９）当該業務に直接関連する他の委託契約を、区が当該業務の委託契約相手先との随意契約に

より締結する予定の有無 【無】 

（10）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号及び名称並びに提案書

を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（11）提案書提出後に、何らかの事情により当該提案を取り下げることになった場合は、至急担

当まで連絡し、書面により取下げを申し出ること。 

 

８ 欠格事項 

「２ 参加資格要件」のいずれかの条件を満たすことが出来なくなった場合は失格とする。 

※なお、必要に応じて、資格審査のために関係機関への照会を行う場合がある。 


